
○ 申出件数の推移

※　1件の審査申出が土地・家屋・償却資産にわたる場合、それぞれ1件として計上しているため、合計とは一致しない。

〇 審査の事由別申出件数（令和４年度・土地）

〇 地目等別申出件数（令和４年度・土地）

〇 審査の事由別申出件数（令和４年度・家屋）
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再建築価格方式で
評価することは納得
できない

平成27年度

79

合計

0 1 0

その他

ゴルフ場用地

平成30年度

（基準年度）

42

13

0

52

0

0

0

令和4年度

10

6

令和元年度

13

4

9

0 0

2 0 0 0

0

1

0

10

6 3 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0

10

0 0 0

0 0 0

3 0 0 2 1 0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 6

0 0 0

0 0

S0008260
四角形

S0008260
テキストボックス
資料１


S0008260
テキストボックス
京都府分資料抜粋（京都府自治振興課より）




固定資産評価審査委員会に対する審査申出状況（令和５年１０月１日現在）

○ 審査委員会の決定を不服として出訴された件数（府内）

○ 出訴の状況（府内）

※1　審査委員会に審査申出がなされた上で、出訴されたものに限る。

  賦課等に係る不服申立てがなされ、その後出訴された案件は含めない。

※2　期限内に決定がなされずに出訴された件数とは、地方税法第433条第12項に基づき、

  申出の却下をする旨の決定があったものとみなされて出訴された件数。

※3 令和４年度中の完結件数には、同年度以前から係属した案件を含む。

  令和４年度末係属件数には、同年度以前から係属した案件を含む。

３審

令和４年度

審査の決定を不服とし、出訴された件数 3

期間内に決定がなされずに出訴された件数
0

（申出を受けた日から30日経過後、３ヶ月以内に出訴されたもの）

期間内に決定がなされずに出訴された件数
0

（申出を受けた日から３ヶ月を経過し、出訴されたもの）

令和３年度末 令和４年度中 (B)の結果内訳 令和４年度末 （Ｃ）の係属審級内訳

係属件数(A) 完結件数(B) 取下げ 却下 勝訴 一部敗訴 敗訴 係属件数(C) １審 ２審

1 6 2 0 44 1 0 0 0 0


